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29. １号炉取水槽流路縮小工について 

30. 取水槽除じん機エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア水密扉の設計方針
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－４ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料 1 補足説

明資料 30） 

  

下線は，今回の提出資料を示す。 
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添付資料 25 

防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 

5条-別添1-添付25-1
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1. 防波壁の要求機能と設計方針について 

（１）防波壁に要求される機能 

防波壁の構造形式は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管式逆 T 擁壁及び波返重力擁壁に分類さ

れ，波返重力擁壁は，更に岩盤支持部と改良地盤部に分類される。防波壁の平面図を第

1-1 図に，防波壁の評価対象部位の概要図を第 1-2 図に示す。津波防護施設として防波壁

に求められる要求機能は，繰返しの襲来を想定した遡上波に対して浸水を防止すること，

基準地震動 Ss に対し要求される機能を損なうおそれがないよう，構造物全体として変形

能力に対し十分な構造強度を有することである。 

上記の機能を確保するための性能目標は，基準津波による遡上波に対して余裕を考慮

した防波壁高さを確保するとともに，構造体の境界部等の止水性を維持し，基準地震動

Ss に対して止水性を損なわない構造強度を有した構造物とすることである。 

  防波壁に関する要求機能と設計評価方針について第 1-1 表に示す。 

 

 

 

Ｎ 

 

第 1-1 図 防波壁の平面図 
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第 1-2(1)図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

E.L.(m) 

0 

-50 

E.L.(m) 

0 

-50 

▽E.L.+15.0m 

 

第 1-2(2)図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の評価対象部位 
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第 1-2(3)図 防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位 
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（２）防波壁の性能目標と許容限界

ａ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

新規制基準への適合性において，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における設

置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を第 1-2 表に示す。 

第 1-2 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における検討要旨 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における条文に対応する施設の範囲及び各部

位の役割を第 1-3 図，第 1-4 図及び第 1-3 表に示す。なお，以下では，津

波を遮断する役割を『遮水性』，材料として津波を通しにくい役割を『難透

水性』とし，これらを総称して『止水性』と整理する。地震時において，埋

戻土（掘削ズリ）及び施設護岸等は，地震荷重作用方向により，地盤反力と

して寄与する場合，土圧として荷重作用する場合があることから，適切にモ

デル化して地震応答解析を実施することにより，その影響を考慮する。一方

で，津波時において，防波壁より陸側の埋戻土（掘削ズリ）等は，津波荷重

に対して地盤反力として寄与することから，適切にモデル化して津波時解析

を実施する。 

第 1-3 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の「施設」の範囲 

5条-別添1-添付25-10
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第 1-4 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の役割を期待する範囲 

 

第 1-3 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割 
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各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，セメントミルク，改良

地盤①（砂礫層）の具体的な役割を第 1-4 表のとおり整理した。 

側方地盤としての鋼管杭の変形抑制の役割（第 1-4 表中「○」と記載）

を有するセメントミルク及び改良地盤①（砂礫層）は『地盤』と区別する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映する項目「〇」

と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

・セメントミルク及び改良地盤①（砂礫層）の役割である健全性について

は，鋼管杭の変形を抑制するために剛性（変形特性）を設計に反映する

ことから「○」とした。 

・セメントミルク及び改良地盤①（砂礫層）の役割である止水性について

は，地盤中からの回り込みによる浸水を防止するために透水係数を設計

に反映することから「〇」とした。なお，透水係数を保守的に考慮して

も津波の滞水時間中に敷地に浸水しないことを浸透流解析により確認

する。 

 

第 1-4 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の具体的な役割 
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以上を踏まえ，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における各部位の役割に対す

る性能目標を第 1-5 表に，性能目標を満足するための照査項目と許容限界

を第 1-6 表に示す。液状化の影響については有効応力解析により考慮し，

埋戻土，砂礫層の変状に伴う施設評価への影響を検討する。 

また，液状化に伴う海側の埋戻土，砂礫層の変状により護岸形状が変化し，

荷重伝達経路や津波波圧に影響する可能性があることから，詳細設計時（工

認段階）に影響の程度を検討する 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に維持していくた

めに必要な保守管理方法を今後検討していく。 

 

第 1-5 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割に対する性能目標 

 
 

5条-別添1-添付25-13

18



 

第 1-6 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）各部位の照査項目と許容限界（上段：照

査項目，下段：許容限界） 
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ｂ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

新規性基準への適合性において，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における設

置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を第 1-7 表に示す。 

 

第 1-7 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における検討要旨 

 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における条文に対応する施設の範囲及び各部

位の役割を第 1-5 図，第 1-6 図及び第 1-8 表に示す。なお，以下では，津

波を遮断する役割を『遮水性』，材料として津波を通しにくい役割を『難透

水性』とし，これらを総称して『止水性』と整理する。地震時において，埋

戻土（掘削ズリ）及び施設護岸等は，地震荷重作用方向により，地盤反力と

して寄与する場合，土圧として荷重作用する場合があることから，適切にモ

デル化して地震応答解析を実施することにより，その影響を考慮する。一方

で，津波時において，防波壁より陸側の埋戻土（掘削ズリ）は，津波荷重に

対して地盤反力として寄与することから，適切にモデル化して津波時解析を

実施する。 

 

 

第 1-5 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の「施設」の範囲 
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第 1-6 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の役割を期待する範囲 

 

第 1-8 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割 

 
 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，改良地盤の具体的な役

割を第 1-9 表のとおり整理した。 

側方地盤としての役割（第 1-9 表中「○」と記載）を有する改良地盤は

『地盤』と区別する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映する項目「〇」

と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

・改良地盤の役割である健全性については，鋼管杭の変形を抑制するために

剛性（変形特性）を設計に反映することから「○」とした。 

・改良地盤の役割である止水性については，地盤中からの回り込みによる浸

水を防止するために透水係数を設計に反映することから「〇」とした。な

お，透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に敷地に浸水しない

ことを浸透流解析により確認する。 
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第 1-9 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

 

5条-別添1-添付25-17

22



 

以上を踏まえ，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における各部位の役割に対する

性能目標を第 1-10 表に，性能目標を満足するための照査項目と許容限界を第

1-11 表に示す。液状化の影響については有効応力解析により考慮し，埋戻土，

砂礫層の変状に伴う施設評価への影響を検討する。 

また，液状化に伴う海側の埋戻土，砂礫層の変状により護岸形状が変化し，

荷重伝達経路や津波波圧に影響する可能性があることから，詳細設計時（工

認段階）に影響の程度を検討する。 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に維持していくため

に必要な保守管理方法を今後検討していく。 

 

第 1-10 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割に対する性能目標 
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第 1-11 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）各部位の照査項目と許容限界（上段：

照査項目，下段：許容限界） 

 

 

5条-別添1-添付25-19

24



 

ｃ．防波壁（波返重力擁壁） 

新規性基準への適合性において，防波壁（波返重力擁壁）における設置許

可基準規則の各条文に対する検討要旨を第 1-12 表に示す。 

 

第 1-12 表 防波壁（波返重力擁壁）における検討要旨 

 

 

防波壁（波返重力擁壁）における条文に対応する施設の範囲及び各部位の

役割を第 1-7 図，第 1-8 図及び第 1-13 表に示す。なお，以下では，津波

を遮断する役割を『遮水性』，材料として津波を通しにくい役割を『難透水

性』とし，これらを総称して『止水性』と整理する。地震時において，埋戻

土（掘削ズリ）は，地震荷重作用方向により，地盤反力として寄与する場合，

土圧として荷重作用する場合があることから，適切にモデル化して地震応答

解析を実施することにより，その影響を考慮する。一方で，津波時において，

埋戻土（掘削ズリ）は，津波荷重に対して地盤反力として寄与することから，

適切にモデル化して津波時解析を実施する。 

 

 

第 1-7 図 防波壁（波返重力擁壁）の「施設」の範囲 
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第 1-8 図 防波壁（波返重力擁壁）の役割を期待する範囲 

 

第 1-13 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，ＭＭＲ及び改良地盤の

具体的な役割を第 1-14 表のとおり整理した。 

支持地盤や側方地盤としての役割（第 1-14 表中「○」と記載）を有する

ＭＭＲ及び改良地盤は『地盤』と区分する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映する項目「〇」

と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

ＭＭＲ及び改良地盤の役割である鉛直支持については，ケーソン及び重力

擁壁を鉛直支持するために支持力を設計に反映することから「○」とした。 

ＭＭＲ及び改良地盤の役割であるすべり安定性については，基礎地盤のす

べり安定性を確保するために滑動抵抗力（強度特性）を設計に反映するこ

とから「○」とした。 
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ＭＭＲ及び改良地盤の役割である止水性については，地盤中からの回り込

みによる浸水を防止するために透水係数を設計に反映することから「〇」

とした。なお，透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に敷地に

浸水しないことを浸透流解析により確認する。 

 

第 1-14 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

 

 

以上を踏まえ，防波壁（波返重力擁壁）における各部位の役割に対する性

能目標を第 1-15 表に，性能目標を満足するための照査項目と許容限界を第

1-16 表に示す。「港湾構造物設計事例集（平成 30 年改訂版）（（一財）沿岸

技術研究センター）」によると，護岸施設の地震応答解析において，ケーソ

ン全体に対してコンクリートの解析用物性値（ヤング率等）を設定している。 

島根 2号炉ケーソンについても躯体を構築して中詰材（銅水砕スラグ等）

を充填した後に蓋コンクリートで密閉する構造であることから，港湾構造物

設計事例集におけるケーソンの躯体コンクリートと中詰材が一体挙動を示

す考え方に準拠し，躯体コンクリート強度に応じた剛性でケーソン全体の解

析用物性値を設定して地震応答解析を実施し，発生せん断応力を算定する。

ケーソンの津波防護施設としての健全性・止水性については発生せん断応力

度が短期許容応力度以下であることにより確認する。これについては，先行

炉と同様の考え方である。また，中詰材によるケーソンの剛性低下を考慮し

た場合についても，発生せん断応力度への影響は軽微であると判断した。 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に維持していくた

めに必要な保守管理方法を今後検討していく。 
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第 1-15 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割に対する性能目標 
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第 1-16 表 防波壁（波返重力擁壁）各部位の照査項目と許容限界 

（上段：照査項目，下段：許容限界） 
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（３）防波壁高さの設定方針 

防波壁は，設計に用いる津波高さ（入力津波高さ）に対して余裕を持った高

さを設定している。入力津波高さと防波壁高さの関係を第 1-17 表 に，設計裕

度のイメージを第 1-9 図に示す。 

 

第 1-17 表 入力津波高さと防波壁高さの関係 

 

 

 

第 1-9 図 防波壁設計裕度のイメージ 

 

（４）設計方針 

ａ．構造概要 

(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，１，２号炉北側に配置し，鋼管杭を岩

盤に打設した（根入れ深さ：5.0m 程度）。鋼管杭は，コンクリートで中詰

めされた大口径管の多重構造を採用している。また，岩盤部では隣り合う

多重鋼管杭間にセメントミルクを間詰めし，埋戻土部はグラウト材で間詰

めした。 

被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンク

リートで被覆した部材で構成される。鋼管杭６本程度を１ブロックの標準

とした壁体を連続して設置した。このブロック間の境界には，止水性を保

持するための止水目地（（４）ａ．(f)参照）を設置する。 

また，地中部の鋼管杭の最外管の間隔は約 30 ㎝であり，隣り合う多重
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鋼管杭間はセメントミルク（岩盤部）又はグラウト材（埋戻土部）で充填

されている。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図を第 1-10 図に，構造概要を第 1-11

図に示す。 

 

 

第 1-10 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図 

 

 

第 1-11 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，1，2号炉北側全線にわたり多

重鋼管杭を連続的に設置した。岩盤上に砂礫層が堆積している範囲におい

て防波壁前面で薬液注入工法（特殊スラグ系固化剤）により地盤改良を実

施した（改良地盤①）。また，取水路及び屋外排水路設置箇所等で杭間隔

が大きい区間については，側方の鋼管杭に支持された上部工が横断する構

造としており，横断部の地中については，止水性を保持する観点から薬液

注入工法（セメント系固化剤）により地盤改良を実施した（改良地盤②）。
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図を第 1-12 図に，平面図を第 1-13

図に示す。 

 

 

第 1-12 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図 

 

 

第 1-13 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の平面図
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       防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，一般部，改良地盤部，施設護岸前出

し部及び取水路横断部で構成される。特徴は以下のとおり。 

 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①断面）については，施設

護岸の南側（陸側）に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置される構造

となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）については，

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の南東角部に位置し，支持地盤が深く，

杭長が最も長い箇所である。周辺の砂礫層（海側）に対しては，薬液

注入工法により地盤改良を実施した。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③断面）につい

ては，施設護岸の北側（海側）に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置

される構造となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－④断面）については，

2 号炉取水管（φ4.3m）を横断するため，側方の多重鋼管杭を南北方

向に 2列配置し，杭頭連結材を設置した（杭頭部の構造については参

考資料２参照）。 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部の構造を第 1-14(1) 図に，改良地盤

部の構造を第 1-14(2)図に，施設護岸前出し部の構造を第 1-14(3)図に，

取水路横断部の構造を第 1-14(4)図に示す。また，防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）を構成する評価対象部位の役割及び施設の範囲を第 1-18 表及び第

1-15 図に，各部位の仕様を第 1-19 表に示す。 
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第 1-14(1) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①）断面図 

 

 
第 1-14(2) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②） 断面図 

 

 

第 1-14(3) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③）断面

図 
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第 1-14(4) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－④）断面図 

 

 

 

第 1-18 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割 
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第 1-15 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（改良地盤部）における「施設」と「地

盤」の区分 

 

第 1-19 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の仕様 
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(b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，３号炉東側に配置し，鋼管杭を岩盤に

打設した。「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示

される式によると，極限支持力が杭先端における単位面積当たりの極限支

持力度と杭先端面積の積で表されることから，杭先端部全周を確実に支持

させるため岩盤不陸を考慮し，0.5m 程度の根入れ深さを確保した。逆Ｔ擁

壁は，鋼管杭８本程度（横断方向に 2列，縦断方向に 4 列）を１ブロック

の標準とした壁体を連続して設置した（杭頭部の構造については参考資料

３参照）。このブロック間の境界には，止水性を保持するための止水目地

（（４）ａ．(f)参照）を設置する。 

なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置しているが，アンカ

ーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波性を担保している。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造概要を第 1-16 図に示す。 

 

 

第 1-16 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）構造概要図 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）については，3 号炉東側全線にわたり鋼管

杭を約 4m 間隔で配置し，止水性の保持等の観点から杭間の埋戻土（掘削

ズリ）に対して地盤改良を実施した 。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の縦断図を第 1-17 図に，平面図を第 1-18 

図に，断面図を第 1-19 図に示す。また，構造部位とその役割を第 1-20 表

及び第 1-20 図に，各部位の仕様を第 1-21 表に示す。 
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第 1-17 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）縦断図 

 

 

第 1-18 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）平面図 
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第 1-19  図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）一般部（①－①断面）断面図 
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第 1-20 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割 

 

 

 
第 1-20 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）（一般部）における「施設」と「地盤」

の区分 

 

第 1-21 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の仕様 
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(c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）は，３号炉北側及び防波壁両端部に配置した。

３号炉北側についてはケーソン及びＭＭＲ（マンメイドロック）を介して

岩盤上に設置し，防波壁両端部については堅硬な地山に直接設置した。（ケ

ーソンの構造については参考資料４参照）。なお，砂礫層が分布する箇所

については，地盤改良を実施した。重力擁壁は，約 10ｍを１ブロックとし

た壁体を連続して設置する。このブロック間の境界には，止水性を保持す

るための止水目地（（４）ａ．(f)参照）を設置する。 

なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置しているが，アンカ

ーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波性を担保している。 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要を第 1-21 図に示す。 

 

 

 
第 1-21 図 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図 

 

 

防波壁（波返重力擁壁）については，3 号炉北側の概ね全線にわたり岩

盤に支持されているが，一部に砂礫層が介在する箇所に対して地盤改良を

実施した。また，2，3号炉放水路がケーソンを貫通する箇所がある。防波

壁（波返重力擁壁）の縦断図を第 1-22 図に，平面図を第 1-23 図に示す。 
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第 1-22 図 防波壁（波返重力擁壁）の縦断図 

 

 

第 1-23 図 防波壁（波返重力擁壁）の平面図
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  防波壁（波返重力擁壁）は，一般部，改良地盤部，放水路貫通部，輪

谷部，東端部及び西端部で構成される。特徴は以下のとおり。 

 

・防波壁（波返重力擁壁）一般部（①－①断面）については，MMR を介

して岩盤に直接設置されたケーソン上に重力擁壁を設置した。 

・防波壁（波返重力擁壁）改良地盤部（②－②断面）については，ケー

ソン下部に砂礫層を介在していたことから，高圧噴射撹拌工法による

地盤改良を実施した。 

・防波壁（波返重力擁壁）放水路貫通部（③－③断面）については，放

水路（幅 5.2m×高さ 5.2m，2 連）が貫通するケーソン上に重力擁壁を

設置した。放水路貫通部の放水路（ケーソン）は重力擁壁を間接支持

する構造物とする。 

・防波壁（波返重力擁壁）輪谷部（④－④断面）については，防波壁（波

返重力式擁壁）の東側に位置し，輪谷湾に面しており，防波壁の海側

に消波ブロックを設置していない断面である。 

・防波壁（波返重力擁壁）東端部（⑤－⑤断面）については，地震及び

津波による沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，H 鋼

（H-350×350×12×19）を 1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山

に直接設置する設計とした。また，前面及び背面をコンクリートで被

覆した。 

・防波壁（波返重力擁壁）西端部（⑥－⑥断面）については，地震及び

津波による沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，H 鋼

（H-350×350×12×19）を 1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山

に直接設置する設計とした。また，前面及び背面をコンクリートで被

覆した。 

 

防波壁（波返重力擁壁）一般部の構造を第 1-24(1) 図に，改良地盤部の

構造を第 1-24(2) 図に，放水路貫通部の構造を第 1-24(3) 図に，輪谷部

の構造を第 1-24(4) 図に，東端部の構造を第 1-24(5) 図に，西端部の構

造を第 1-24(6) 図に示す。また，東端部の状況写真を第 1-25(1) 図に，

西端部の状況写真を第 1-25(2) 図に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）を構成

する評価対象部位の役割及び施設の範囲を第 1-22 表及び第 1-26 図に，

各部位の仕様を第 1-23 表に示す。 
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第 1-24(1) 図 防波壁（波返重力擁壁）一般部（①－①）断面図 

 

第 1-24(2) 図 防波壁（波返重力擁壁）改良地盤部（②－②）断面図 

 

第 1-24(3) 図 防波壁（波返重力擁壁）放水路貫通部（③－③） 断面図 
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第 1-24(4) 図 防波壁（波返重力擁壁）輪谷部（④－④） 断面図 

 

 

第 1-24(5) 図 防波壁（波返重力擁壁）東端部（⑤－⑤）断面図 

 

 
第 1-24(6) 図 防波壁（波返重力擁壁）西端部（⑥－⑥）断面図 
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第 1-25(1) 図 防波壁（波返重力擁壁）東端部 状況写真 

 

 

第 1-25(2) 図 防波壁（波返重力擁壁）西端部 状況写真 

 

第 1-22 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 
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第 1-26 図 防波壁（波返重力擁壁）（地盤改良部）における「施設」と「地盤」

の区分 

 

 

第 1-23 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の仕様 
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 (d)１号放水連絡通路防波扉 

    １号放水連絡通路坑口部（既設）からの津波の流入を防止するため，

１号放水連絡通路防波扉を設置した。 

１号放水連絡通路防波扉は，防波扉及び扉体支持コンクリート（開閉機

構を支持する鉄筋コンクリート構造物）で構成される。地震及び津波によ

る沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，ＭＭＲ（マンメイド

ロック）を介し，堅硬な地山に設置しており，津波荷重や地震荷重等に対

して津波防護機能を十分に保持する設計とした。津波の流入を防止するた

め，１号放水連絡通路坑口部（既設）と扉体支持コンクリートとの取り合

い部に止水目地を設置する。また，両構造物周辺に間詰コンクリートを打

設して周辺地山と一体化を図ることにより地震による変形を抑制する設

計とした。１号放水連絡通路防波扉の設置位置図を第 1-27 図に，設置状

況写真を第 1-28 図に，鳥瞰図を 1-29 図に，断面図を 1-30 図に示す。 

 

 

第 1-27 図 １号放水連絡通路防波扉の位置図 

 

第 1-28 図 １号放水連絡通路防波扉の設置状況写真 
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第 1-29 図 １号放水連絡通路防波扉の鳥瞰図（１） 

 

 

 

第 1-30 図 １号放水連絡通路防波扉の断面図（１） 

 

１号放水連絡通路坑口部（既設）については，一部区間において既設コ

ンクリートが設置されていないため，コンクリートにより補強する。1 号

放水連絡通路坑口部（既設）及び既設連絡津路取り合い部については，追

加で実施するコンクリートにより耐震・耐津波性を有する構造とするが，

念のため変形・遮水性能を保持する止水目地を追加で設置する。１号放水

連絡通路防波扉の鳥瞰図を第 1-31 図に，断面図を第 1-32 図に，構造部位

とその役割及び施設の範囲を第 1-24 表及び第 1-33 図に，評価対象部位の

仕様を第 1-25 表に示す。 
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第 1-31 図 １号放水連絡通路防波扉の鳥瞰図（２） 

 

 

第 1-32 図 １号放水連絡通路防波扉の断面図（２） 

 

第 1-24 表 １号放水連絡通路防波扉の各部位の役割 
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第 1-33 図 １号放水連絡通路防波扉「施設」の範囲 

 

第 1-25 表 １号放水連絡通路防波扉の各部位の仕様 
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 (e)防波扉 

防波壁通路防波扉は，３号炉東側に１箇所，１，２号炉北側に３箇所，

１号放水連絡通路に１箇所の計５箇所に設置しており，鋼製の主桁，補助

縦桁及びスキンプレート等により構成される。防波壁通路防波扉は津波荷

重や地震荷重等に対して浸水防止機能を十分に保持設計とした。３号炉東

側の防波扉（①）及び 1，2 号炉北側の防波扉（②～④）は下部及び側部

に設置した水密ゴムにより遮水性を確保している。防波扉下部に設置した

水密ゴムは津波による水圧により扉に押し付けられる構造としている（防

波扉断面図 詳細図参照）。 

防波扉の位置図を第 1-34 図に，構造を第 1-35～43 図に，設置状況を第

1-44～48 図に，防波扉を構成する評価対象部位の役割及び施設の範囲を第

1-26 表及び第 1-49 図に示す。 

 

 

第 1-34 図 防波壁通路防波扉の位置図 
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第 1-35 図 防波壁通路防波扉（３号炉東側）① 正面図 

 

 
第 1-36 図 防波壁通路防波扉（３号炉東側）① 断面図 

 

 
第 1-37 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 正面図 

 

 

第 1-38 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 断面図 
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第 1-39 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 正面図 

 
第 1-40 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 断面図 

 

 

第 1-41 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 正面図 

 

第 1-42 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 断面図 
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第 1-43 図 防波壁通路防波扉（１号放水連絡通路） 正面図・断面図 
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第 1-44 図 防波壁通路防波扉（３号炉北側）① 設置状況 

 

 

第 1-45 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）② 設置状況 
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第 1-46 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）③ 設置状況 

 

 

第 1-47 図 防波壁通路防波扉（１，２号炉北側）④ 設置状況 

 

1 号放水連絡通路防波扉（⑤）は扉前面に設置した下部水密ゴム，背面

に取り付けた側部及び上部水密ゴムにより遮水性を確保している。 

1 号放水連絡通路防波扉は開閉時に上昇・下降する機構となっており，

下部水密ゴムは閉状態で押さえ板に押し付けられる構造としている。 
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第 1-48 図 防波壁通路防波扉（１号放水連絡通路防波扉）⑤ 設置状況 

 

第 1-26 表 防波壁通路防波扉の各部位の役割 

 

 

 

第 1-49 図 防波壁通路防波扉「施設」の範囲 

5条-別添1-添付25-53

58



 

 (f)止水目地 

防波壁の施工ブロック間の目地部からの津波の遡上を防止するため，止

水目地を設置する。止水目地は，隣接する防波壁の施工ブロック間の地震

時の相対変位に応じ，ゴムジョイント若しくはシートジョイントを採用す

る。また，遡上する津波波圧に対する耐津波性を有し，入力津波高さを踏

まえた設計とする。 

ゴムジョイント及びシートジョイントは止水性能を保持させるため，鋼

製部材（押え板，アンカーボルト）で固定する。止水目地の許容変形量，

許容水圧及び耐久性は，メーカー規格及び基準並びに必要に応じて実施す

る性能試験を参考に定める。止水目地は，津波漂流物の衝突による損傷を

防止するため，防波壁の陸側に設置する。防波壁（波返壁重力式擁壁）を

例に止水目地の設置箇所，及び概要図を第 1-50 図に示す。 

 

 

第 1-50 図 防波壁の止水目地の設置箇所及び概要図 

 

 

防波壁には異種構造型式の境界部が３箇所存在するため，構造を擦り付

けることで離隔が生じないように設置した。目地からの津波の流入を防止

するため，境界に止水目地を設置する。異種構造型式の境界位置の止水目

地は設置箇所の形状を考慮して設計する。 

防波壁構造形式の境界位置図を第 1-51 図に，境界部の止水目地の形状

を第 1-52 図に示す。 
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第 1-51 図 防波壁の構造形式の境界位置図 

 

 

 

第 1-52 図 防波壁構造形式境界部の止水目地形状 
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ｂ．防波壁設置位置の地質構造 

   防波壁周辺の被覆層の分布状況及び地山の岩盤の分布状況を第 1-53図に

示す。 

 

 

第 1-53 図 敷地の被覆層 平面図 

 

 

(a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩相縦断図を第 1-54 図 に，岩級縦断図

を第 1-55 図 に，地質断面図を 第 1-56～59 図に示す。防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）は，杭を介して主に CM 級及び CH 級岩盤に支持されており，縦

断方向に応じた地質変化部は存在しない。また，耐震評価候補断面の整理

方針を第 1-27 表に示す。各断面の特徴は以下のとおり。 

・①-①断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）等が分布している。 

・②－②断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ），砂礫層等が分布している 

・③－③断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）等が分布している。 

・④－④断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）が分布している。 
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第 1-54 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩相縦断図 

 

 

 

第 1-55 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩級縦断図 
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第 1-56 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

 

 

 

第 1-57 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（②－②） 

 

 

 

第 1-58 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（③－③） 
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第 1-59 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（④－④） 
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第 1-27 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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(b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩相縦断図を第 1-60 図 に，岩級縦断図

を第 1-61 図 に，地質断面図を 第 1-62 図に示す。防波壁（鋼管杭式逆Ｔ

擁壁）は，杭を介して主に CM 級に支持されており，縦断方向に応じた地

質変化部は存在しない。また，耐震評価候補断面の整理方針を第 1-28 表

に示す。①－①断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺の埋

戻土（掘削ズリ）を地盤改良している。 

 

 

 

第 1-60 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩相縦断図 

 

 

 

第 1-61 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の岩級縦断図 
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第 1-62 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

第 1-28 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）） 
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(c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）岩相縦断図を第 1-63 図 に，岩級縦断図を第 1-64

図 に，地質断面図を 第 1-65 図～第 1-70 図に示す。防波壁（鋼管杭式

逆Ｔ擁壁）は，直接又はケーソンを介して主に CM 級及び CH 級岩盤に支持

されており，縦断方向に応じた地質変化部は存在しない。また，耐震評価

候補断面の整理方針を第 1-29 表に示す。各断面の特徴は以下のとおり。 

・①－①断面は，岩盤上にケーソンを介して重力擁壁を設置している。ま

た，背面の周辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

・②－②断面は，岩盤上の砂礫層を高圧噴射撹拌工法により地盤改良し，

その上部にケーソンを介して重力擁壁を設置している。また，背面の周

辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

・③－③断面は，防波壁下部のケーソンを 3 号炉放水路が貫通している。 

・④－④断面は，岩盤上にケーソンを介して重力擁壁を設置している。ま

た，背面の周辺地盤には埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

・⑤－⑤断面は，岩盤上に直接，重力擁壁を設置している 

・⑥－⑥断面は，岩盤上に直接，重力擁壁を設置している。 

 

 

 

 
第 1-63 図 防波壁（波返重力擁壁）の岩相縦断図 
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第 1-64 図 防波壁（波返重力擁壁）の岩級縦断図 

 

第 1-65 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

 

第 1-66 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（②－②） 
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第 1-67 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（③－③） 

 

 

 

第 1-68 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（④－④） 

 

 

 

第 1-69 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（⑤－⑤） 
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第 1-70 図 防波壁（波返重力擁壁）の地質断面図（⑥－⑥） 
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第 1-29 表 耐震評価候補断面の整理 

（防波壁（波返重力擁壁）） 
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ｃ．防波壁に作用する荷重と部位の役割 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁の３つ

の構造形式に分かれているが，それぞれに作用する荷重に対し各部位が所要

の機能を発揮して構造成立性を確保することが必要であることから，作用す

る荷重，構造体の変形モード及び各部位の役割について，地震時及び津波時

に分けて整理する。 

(a)地震時 

ⅰ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

地震時において，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位は，地震荷重

及び地震後に来る津波に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を

維持するため，第 1-30 表及び第 1-31 表に示す役割を有する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における地震時の変形モード及び荷重図

を第 1-71 図に示す。 

 

第 1-30 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割（地震時） 

 

 

第 1-31 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地盤の役割（地震時） 
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第 1-71 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の変形モード及び荷重図（地震時） 
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ⅱ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

地震時において，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位は，地震荷重

及び地震後に来る津波に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を

維持するため，第 1-32 表及び第 1-33 表に示す役割を有する。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における地震時の変形モード及び荷重図

を第 1-72 図に示す。 

 

第 1-32 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割（地震時） 

 

 

第 1-33 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地盤の役割（地震時） 

 

 

 

第 1-72 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の変形モード及び荷重図（地震時） 

 

 

5条-別添1-添付25-70

75



 

ⅲ．防波壁（波返重力擁壁） 

地震時において，防波壁（波返重力擁壁）の各部位は，地震荷重及び

地震後に来る津波に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を維持

するため，第 1-34 表及び第 1-35 表に示す役割を有する。 

防波壁（波返重力擁壁）における地震時の変形モード及び荷重図を第

1-73 図に示す。 

 

第 1-34 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割（地震時） 

 

 

第 1-35 表 防波壁（波返重力擁壁）の地盤の役割（地震時） 

 

 

 

 

第 1-73 図 防波壁（波返重力擁壁）の変形モード及び荷重図（地震時） 
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 (b)津波時 

ⅰ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

津波時において，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位は，津波荷重

及び漂流物荷重に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を維持す

るため，第 1-36 表及び第 1-37 表に示す役割を有する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における津波時の変形モード及び荷重図

を第 1-74 図に示す。 

 

第 1-36 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割（津波時） 

 
 

第 1-37 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地盤の役割（津波時） 

 

 

 
第 1-74 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の変形モード及び荷重図（津波時） 
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ⅱ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

津波時において，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位は，津波荷重

及び漂流物荷重に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を維持す

るため，第 1-38 表及び第 1-39 表に示す役割を有する。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）における津波時の変形モード及び荷重図

を第 1-75 図に示す。 

 

第 1-38 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の各部位の役割（津波時） 

 

 

第 1-39 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地盤の役割（津波時） 

 

 

 
第 1-75 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の変形モード及び荷重図（津波時） 
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ⅲ．防波壁（波返重力擁壁） 

津波時において，防波壁（波返重力擁壁）の各部位は，津波荷重及び

漂流物荷重に対して防波壁の機能（津波に対する止水性）を維持するた

め，第 1-40 表及び第 1-41 表に示す役割を有する。 

防波壁（波返重力擁壁）における津波時の変形モード及び荷重図を第

1-76 図に示す。 

 

第 1-40 表 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割（津波時） 

 

 

第 1-41 表 防波壁（波返重力擁壁）の地盤の役割（津波時） 

 

 

 

第 1-76 図 防波壁（波返重力擁壁）の変形モード及び荷重図（津波時） 

 

 

 (c)重畳時（津波＋余震時） 

「津波＋余震時」の外力は，「地震時」又は「津波時」の外力に包絡さ

れることから，検討を省略する。詳細は参考資料６を参照。 
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ｄ．損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁の３つ

の構造形式に分かれている。ここでは，防波壁の設計方針について，サイト

特性を踏まえた構造の特異性及び設計の保守性を整理した上で，地震時及び

津波時に，防波壁が維持すべき機能を喪失し得る事象（損傷モード）を仮定

し，その損傷モードに対し設計・施工上どのような配慮が必要となるかを整

理する。 

 

(a)サイト特性・制約条件を踏まえた構造の特異性 

防波壁設計から見たサイト特性・制約条件等を抽出し，防波壁の各構造

の特異性と特に確認するべき項目を整理した結果を第 1-77 図に示す。 

 

 

第 1-77 図 防波壁の各構造の特異性と特に確認するべき項目の整理 
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 (b) 損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 

防波壁について，設計の保守性の観点から，以下に示すように津波高さ

に対する裕度及び想定を超える事象に対する配慮をしている。 

   ⅰ．津波高さに対する裕度 

・入力津波高さ EL+11.8m に対し EL+15.0m の高さの防波壁を設置して

おり，十分な裕度を有する設計 

・防波壁天端高さにまで津波が遡上したとしても，防波壁の健全性が維

持できる構造上の裕度を確保 

 

 

ⅱ．想定を超える事象に対する配慮 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各構造について，各部位が損傷して要

求機能を喪失する事象を抽出し，それに対する設計・施工上の配慮を整

理した結果を第 1-42 表～第 1-45 表に示す。 

 

 

第 1-42(1)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の平面図を第 1-78 図に示

す。取水路横断部では，１号炉及び２号炉の取水管を横断するため，取

水管側方の多重鋼管杭を南北方向に 2列配置した。 
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第 1-78 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部平面図 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の正面図を第 1-79 図に示

す。取水路横断部の耐震及び耐津波評価は，下図に示すとおり，２号炉

側のスパンが１号炉側より大きく，部位の発生断面力が大きくなること

から，２号炉側に代表させて行う。 

 

 

第 1-79 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部正面図 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（２号炉側，Ａ－Ａ断面）

の断面図を第 1-80 図に示す。取水路横断部（２号炉）では，2 号炉取

水管（φ4.3m）を横断するため，側方の多重鋼管杭を南北方向に 2列配

置し，杭頭連結材を設置した（杭頭部の構造については参考資料２参照）。 

5条-別添1-添付25-77

82



 

 
第 1-80 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部 

（２号炉側，Ａ－Ａ断面） 断面図
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第 1-42(2)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 

 

 

第 1-42(3)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 

 

第 1-42(4)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 
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第 1-42(5)表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）杭間部の正面図を第 1-81 図に示す。隣

り合う多重鋼管杭間について，地中部（岩盤部）はセメントミルク，岩

盤面より上部はグラウト材を注入している。 

 

 

第 1-81 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）杭間部正面図 
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セメントミルク及びグラウト材の設計上の役割等について第 1-43 表

及び第 1-82 図のとおり整理した。 

 

第 1-43 表 セメントミルク及びグラウトの設計上の役割 

 

 

 

第 1-82 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）杭間部（A－A断面） 断面図 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁），防波壁（波返重力擁壁）及び境界部に

ついて，各部位が損傷して要求機能を喪失する事象を抽出し，それに対

する設計・施工上の配慮を整理した結果を第 1-44 表～第 1-46 表に示

す。 
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第 1-44(1)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 
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第 1-44(2)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 
 

第 1-44(3)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 

 
 

第 1-44(4)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮 
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第 1-44(5)表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工

上の配慮 

 

 

第 1-45(1)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 

 
 

第 1-45(2)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 
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第 1-45(3)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 

 

 

ケーソンの構造を第 1-83 図に示す。ケーソンは鉄筋コンクリート製

であり，隔壁で仕切られたケーソン内は，中詰材（コンクリート，銅水

砕スラグ又は砂）で充填されており，中詰材の流出を防止するため，中

詰材の上部に蓋コンクリートを打設している。中詰材は銅水砕スラグ又

は 砂 を 使 用 し て お り ， こ れ ら の 飽 和 単 位 体 積 重 量 は ，

22.6kN/m3,20.0kN/m3 である。 

蓋コンクリート打設前の中詰材の充填状況を第 1-84 図に示す。 

 
第 1-83 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン構造図 
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第 1-84 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン中詰材充填状況 

 

第 1-45(4)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 

 

 

第 1-45(5)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 
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第 1-45(6)表 防波壁（波返重力擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上の配

慮 

 
 

第 1-46 表 境界部の損傷モードの抽出と設計・施工上の配慮 
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ｅ．設計手順 

防波壁の耐震・耐津波設計は，津波防護施設であること，Ｓクラスの設計

基準対象施設であることを踏まえ，第 1-1(1) 表～第 1-1(3) 表の防波壁に

関する要求機能と設計評価方針，第 1-6 表, 第 1-11 表及び第 1-16 表の照

査項目と許容限界に従い，防波壁の各部位の設計を行う。設計の対象断面や

解析条件等について，設置許可段階と詳細設計段階に区分して整理した結果

を第 1-47 表に示す。 

 

第 1-47(1)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等の整理 

 
 

第 1-47(2)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等の整理 
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第 1-47(3)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等の整理 

 

 

第 1-47(4)表 設置許可段階と詳細設計段階における解析条件等の整理 
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 (a)防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フローを第 1-85 図に，解析モデル

及び解析概要を第 1-86 図及び第 1-87 図に示す。 

 

 

第 1-85 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・鋼管杭は線形はり要素でモデル化する（多重鋼管杭のモデル化に関し

ては参考資料５参照）。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層，改良地盤，被覆石及

び基礎捨石はマルチスプリング要素でモデル化する。消波ブロックは荷重

で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層は液状化パラ

メータを設定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 
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第 1-86 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析モデル 

 

第 1-87 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析概要 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針を第 1-48 表に示す。 

また，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設置許可段階における確認項目を

第 1-88 図に示す。 
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第 1-48 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の支持力は，岩盤の支持力試験から定めた

極限支持力と地震応答解析により求められる杭先端の杭先端の最大軸力

を比較することにより確認する。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示される

極限支持力の推定式によると，支持杭の軸方向支持力は杭先端支持力と周

面摩擦力の和として表されるが，多重鋼管杭式擁壁の支持力評価に当たっ

ては，周面摩擦力による抵抗に期待しない設計とする。 

《「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示され

る極限支持力の推定式》 
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第 1-88 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（多重鋼管杭式擁壁）］ 
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 (b)防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設計フローを第 1-89 図に，解析モデル

及び解析概要を第 1-90 図及び第 1-91 図に示す。 

 

 

第 1-89 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・防波壁及び鋼管杭は線形はり要素でモデル化する。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），改良地盤，被覆石及び基礎捨石はマルチスプリ

ング要素でモデル化する。消波ブロックは荷重で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）は液状化パラメータを設

定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 
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第 1-90 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の解析モデル 

 

第 1-91 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の解析概要 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の部位ごとの設計方針を第 1-49 表に示す。 

また，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設置許可段階における確認項目を

第 1-92 図に示す。 
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第 1-49 表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の部位ごとの設計方針 

 

 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の支持力は，岩盤の支持力試験から定めた

極限支持力と地震応答解析により求められる杭先端の杭先端の最大軸力

を比較することにより確認する。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示される

極限支持力の推定式によると，支持杭の軸方向支持力は杭先端支持力と周

面摩擦力の和として表されるが，多重鋼管杭式擁壁の支持力評価に当たっ

ては，周面摩擦力による抵抗に期待しない設計とする。 

《「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示され

る極限支持力の推定式》 
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第 1-92 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）］ 
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 (c)防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）の設計フローを第 1-93 図に，解析モデルを第

1-94 図に，解析概要を第 1-95 図に示す。 

 

 

第 1-93 図 防波壁（波返重力擁壁）の設計フロー 

 

モデル化方針について，以下に示す。 

・波返重力擁壁はケーソン護岸と一体化した構造のため線形はり要素で

モデル化する。 

・岩盤及びＭＭＲは線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），砂礫層，改良地盤はマルチスプリング要素でモ

デル化する。消波ブロックは荷重で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）は液状化パラメータを設

定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 
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第 1-94 図 防波壁（波返重力擁壁）の解析モデル 
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第 1-95 図 防波壁（波返重力擁壁）の解析概要 

 

防波壁（波返重力擁壁）の部位ごとの設計方針を第 1-50 表に示す。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の設置許可段階における確認項目を第 1-96 

図に示す。 

 

第 1-50 表 防波壁（波返重力擁壁）の部位ごとの設計方針 
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第 1-96 図 設置許可段階における確認項目［防波壁（波返重力擁壁）］ 
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ｆ．解析概要 

各解析の設計方針の概要を以下に示す。 

（a）止水目地 

止水ジョイントの設計フローを第 1-97 図に示す。 

止水ジョイント部の構造成立性評価については，基準地震動 Ss を用い

た地震応答解析及び津波荷重を用いた静的フレーム解析により算出され

た変位量と，入力津波を用いて津波波圧算定式より算出した津波荷重に

対して止水ゴム等の止水性が維持できる仕様であることを確認する。 

止水ゴム等の仕様設定は，性能試験（耐圧試験・引張変形試験）によ

り津波荷重に耐え，止水機能を維持できる変形量となるよう設定すると

ともに，構造物間に生じる相対変位に対し追従可能な材料を選定する。 

止水ゴム等が取付け部の鋼製部材に発生する応力が許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

 

第 1-97 図 設計フロー 

 

（b）2 次元動的有限要素解析（有効応力解析） 

2次元動的有限要素解析（有効応力解析）の設計フローを第1-98 図に，

代表断面選定の考え方を第 1-51 表に示す。 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭，埋戻土，基礎捨石，砂礫層，改良地盤，護岸，岩盤等を

含めた全体の動的挙動評価 

・地盤特性及び液状化を考慮した影響評価 
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ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭，逆Ｔ擁壁，波返重力擁壁及びケーソンの照査 

・地震時応答（変位を含む） 

ⅲ．解析条件 

・地盤物性のばらつきを考慮する 

 

第 1-98 図 設計フロー 

 

第 1-51 表 代表断面選定の考え方 

 

 

 

（c）静的フレーム解析 

静的フレーム解析の設計フローを第 1-99 図に示す。 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭，逆Ｔ擁壁の挙動評価（津波時） 

ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭，逆Ｔ擁壁の照査 

・止水目地の変位量 
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ⅲ．モデル化方針 

・鋼管杭，逆Ｔ擁壁は線形はり要素（ビーム要素）でモデル化する 

・岩盤は地盤ばねでモデル化する 

Ⅳ．解析条件 

・解析用物性値（静的物性）を用いる 

 

第 1-99 図 設計フロー 

 

（d）防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部 

取水路横断部の解析モデルを第 1-100 図に示す。 

取水路横断部は，一般部同様，地震荷重や津波荷重に対し，各部位に

発生する断面力や応力度が許容限界以下であることを確認する。 

被覆コンクリート壁の評価について，水平方向荷重に対しては，取水

路横断箇所以外は鋼管杭と一体構造であることを考慮し，第 1-100 図（a）

に示すとおり，鋼管杭をばねによる弾性支承とし，被覆コンクリート壁

を梁でモデル化して評価する。鉛直方向荷重に対しては，第 1-100 図（b）

に示すとおり，鋼管杭を固定支承とし，被覆コンクリート壁を梁でモデ

ル化して評価する。 

鋼管杭の評価について，鋼管杭は，多重管構造を１本の梁としてモデ

ル化し，上部コンクリート及び内部の間詰めコンクリートの剛性及び強

度は考慮しない。 

また，海側と陸側に２本の杭が隣接し，杭頭連結部で一体化している

ことから，第 1-100 図に示すとおり，両端ピン剛梁で相対する節点を結

合したモデルでモデル化し，杭頭連結部以外で両端ピン剛梁に引張が生

じている箇所は，この梁を取り外して評価する。 

なお，地盤は地盤ばねでモデル化する。 
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ここで，地震時検討における水平方向の震度は，被覆コンクリート壁

下端位置における基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果から得られ

た加速度応答スペクトルから，予め算定した防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

取水路横断部の水平方向１次固有周期に対応する応答加速度を用いて算

定する。 

鉛直方向の震度は，地震応答解析から得られた鉛直上向き及び下向き

それぞれの最大応答加速度から算定する。 

 

第 1-100 図 解析モデル 
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ｇ．設計荷重 

設計に用いる荷重の組合せを第 1-52 表に，各荷重の内容を第 1-53 表に，

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の例を第 1-101 図に示す。 

    

第 1-52 表 荷重の組合せ 

 

 

第 1-53 表 荷重の内容 

 

 

 

 

第 1-101 図 荷重の概念図 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における津波荷重＋漂流物荷重の例） 
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ｈ．地下水位の設定方針 

地震時の地下水位については，護岸前面は朔望平均干潮位 T.P.-0.02m と

する。護岸より陸側の地下水位設定は港湾基準に準拠して残留水位とし，各

護岸の止水状況を考慮し設定する。 

また，設置許可段階における津波荷重の算定潮位は朔望平均満潮位

（H.W.L.）とする。地下水位については，各護岸の止水状況を考慮し，朔望

平均満潮位（H.W.L.）又は残留水位とする。 

地震時の地下水位の設定方針を第 1-54 表及び第 1-102 図に，津波時の

地下水位の設定方針を第 1-55 表及び第 1-103 図に示す。 

また，詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ，保守性を

確認の上，設定する。 

なお，地下水位の設定においては，地下水位低下設備の効果を期待しな

い地下水位を改めて設定する。 

第 1-54 表 地下水位の設定方針（設置許可段階） 

 
 

 

第 1-102 図 地下水位設定の概要 
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第 1-55 表 地下水位の設定方針（設置許可段階） 

 

 

 

 

第 1-103 図 地下水位設定の概要 
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ｉ．解析用物性値 

地盤の解析用物性値を第 1-56 表に，構造物の解析用物性値を第 1-57 表

に，解析用物性値の準拠基準を第 1-58 表に示す。 
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第 1-56(1) 表 解析用物性値（地盤）（1/2） 
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第 1-56(2) 表 解析用物性値（地盤）（2/2） 
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第 1-57 表 解析用物性値（構造物） 
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第 1-58 表 解析用物性値の準拠基準 
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ｊ．構造成立性評価地震波 

構造成立性評価断面（地点）における基準地震動５波の応答結果から，

構造成立性評価地震波を選定する。基準地震動 Ss の時刻歴波形及び応答ス

ペクトルを第 1-104 図及び第 1-105 図に示す。 

 

 

第 1-104 図 基準地震動 Ss の時刻歴波形 

 

 

第 1-105 図 基準地震動 Ss の応答スペクトル 
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２．構造成立性評価 

（１） 構造成立性評価の基本方針 

防波壁の構造成立性を確認するため，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」

等に基づき，基準地震動 Ss 及び基準津波による荷重等に対して，防波壁の施

設としての構造部材が十分な裕度があること，補強により対策可能であること

等を確認する。 

防波壁の構造成立性評価の流れを第 2-1 図に示す。 

なお，詳細設計段階で万一裕度が確保できなくなった場合には，追加の裕度

向上対策(改良地盤範囲の拡大等)の実施により対応する。 

 

 

第 2-1 図 防波壁の構造成立性評価の流れ 
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（２） 構造成立性評価断面の選定 

防波壁は敷地前面に広範囲にわたり設置することから，構造的特徴や周辺地

質状況等を踏まえて，第 2-2 図のフローに基づき構造成立性における評価断

面を選定する。 

なお，詳細設計段階では，必要に応じて構造成立性評価において選定した地

点以外の断面も選定して評価を行う。 

 

 

第 2-2 図 構造成立性評価断面選定フロー 

 

ａ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）について，①要求機能，②間接支持する設備，

③上部工，④下部工，⑤周辺地盤の観点にて構造成立性評価断面候補を整理

した結果を第 2-1 表に示す。また，評価断面候補地点の平面図及び断面図

を第 2-3 図及び第 2-4 図に，候補地点の概要を第 2-2 表に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，④下部工の構造的特徴及び⑤周辺地盤に

よって構造成立性評価断面を選定することとする。設置許可段階における構

造成立性評価の断面は，「岩盤が最も深部に位置し，かつ基礎捨石の下側に

改良地盤及び砂礫層が存在する②-②断面」を選定する。 
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第 2-1 表 構造成立性評価断面候補の整理（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 

 
 

 

第 2-3 図 構造成立性評価断面候補地点の平面図（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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第 2-4 図 構造成立性評価断面候補地点の断面図（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 

 

 

第 2-2 表 構造成立性評価断面候補地点の概要（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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ｂ．防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）について，①要求機能，②間接支持する設備，

③上部工，④下部工，⑤周辺地盤の観点にて構造成立性評価断面候補を整理

した結果を第 2-3 表に示す。また，評価断面候補地点の平面図及び断面図

を第 2-5 図及び第 2-6 図に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）は，④下部工の構造的特徴及び⑤周辺地盤に

よって構造成立性評価断面を選定することとする。設置許可段階における構

造成立性評価の断面は，「断面位置による応答特性に大きな差異はないと考

えられることから，標準断面①-①断面」を選定する。 

 

第 2-3 表 構造成立性評価断面候補の整理（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）） 

 

 

第 2-5 図 構造成立性評価断面候補地点の平面図（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）） 

5条-別添1-添付25-119

124



 

 

第 2-6 図 構造成立性評価断面候補地点の断面図（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）） 

 

 

ｃ．防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）について，①要求機能，②間接支持する設備，③

上部工，④下部工，⑤周辺地盤の観点にて構造成立性評価断面候補を整理し

た結果を第 2-4 表に示す。評価断面候補地点の平面図及び断面図を第 2-7 

図及び第 2-8 図に，候補地点の概要を第 2-5 表に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は，④下部工の構造的特徴及び④周辺状況のうち

周辺地質状況によって構造成立性評価断面を選定することとする。設置許可

段階における構造成立性評価の断面は，「南北方向断面で岩盤が他地点と比

較し相対的に最も深部に存在し，改良地盤及び砂礫層が分布する②-②断面」， 

及び「東西方向断面で岩盤が最も深部に存在する④-④断面」を選定する。 

 

第 2-4 表 構造成立性評価断面候補の整理（防波壁（波返重力擁壁）） 
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第 2-7 図 構造成立性評価断面候補地点の平面図（防波壁（波返重力擁壁）） 

 

 

 

第 2-8 図 構造成立性評価断面候補地点の断面図（防波壁（波返重力擁壁）） 
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第 2-5 表 構造成立性評価断面候補地点の概要（防波壁（波返重力擁壁）） 
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（３） 構造成立性評価地震波の選定 

  構造成立性評価地震波選定フローを第 2-9 図に示す。第 2-10 図に示した

構造成立性評価断面（地点）における基準地震動５波の応答結果から，構造

成立性評価地震波を選定する。基準地震動 Ss の時刻歴波形及び応答スペクト

ルを第 2-11 図及び第 2-12 図に示す。 

 

 

第 2-9 図 構造成立性評価地震選定フロー 

 

 

 

 
第 2-10 図 構造成立性地震波選定地点 
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第 2-11 図 基準地震動 Ss の時刻歴波形 

 

 

 

第 2-12 図 基準地震動 Ss の応答スペクトル 
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構造成立性評価断面における基準地震動Ss5波の一次元波動論による地

震応答解析結果（最大水平加速度，相対変位，最大せん断応力，最大ひず

み）を第2-13 図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（改良地盤部）では，相対変位及び最大せ

ん断ひずみについて，鋼管杭の周辺地盤である埋戻土におけるＳｓ‐Ｄ及

びＳｓ‐Ｎ１の応答が相対的に大きい。周辺地盤の液状化等の影響も考慮

し，上記２波のうち，継続時間の長いＳｓ‐Ｄを構造成立性評価地震波と

して選定した。 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）（一般部）については，鋼管杭の周辺地盤

である埋戻土におけるＳｓ-Ｄの応答が相対的に大きいため，Ｓｓ‐Ｄを

構造成立性評価地震波として選定した。 

防波壁（波返重力擁壁）の２断面については，周辺地盤である埋戻土に

おけるＳｓ-Ｄ，Ｓｓ-Ｎ１，Ｓｓ-Ｆ１の応答が相対的に大きい。周辺地

盤の液状化等の影響も考慮し，上記２波のうち，継続時間の長いＳｓ‐Ｄ

を構造成立性評価地震波として選定した。 

以上を踏まえ，構造成立性評価断面において，構造成立性評価地震波と

して選定したＳｓ‐Ｄにより評価を行うこととする。 
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第2-13 図 基準地震動Ssの１次元地震応答解析結果 
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（４）解析条件 

ａ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

鋼管杭，被覆コンクリート壁等の施設及び埋戻土，岩盤等の地盤を含めた

全体の動的挙動評価を行うとともに，地盤物性及び液状化対象層を考慮した

影響を考慮するため，二次元動的 FEM 解析（有効応力解析）を実施する。 

以下に各ケースにおける解析条件及び各部位の評価条件を示す。 

 

（a）解析モデルと入力地震動（各ケース共通） 

解析に用いる解析モデルは，地質断面図に基づき，以下の条件により作

成する。 

 

・鉛直方向は，下端から十分な距離を確保するため E.L.-50m までモデ

ル化する。 

水平方向は，海側，陸側とも十分な領域を確保するよう全幅 220m で

モデル化する。 

・鋼管杭は線形はり要素でモデル化する。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層，改良地盤，被覆石

及び基礎捨石はマルチスプリング要素でモデル化する。 

・消波ブロックは荷重でモデル化する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層は液状化評価対象層であることから，

液状化パラメータを設定する。 

・地盤は平面ひずみ要素でモデル化し，要素の高さは，下式のとおり，

最大周波数及び地盤のせん断波速度 Vs より求まる最大要素高さを上

回らないように設定する。 
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境界条件は，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を評価す

るため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 

 

解析モデル及びジョイント要素の設定を第 2-14 図に示す。防波壁と背

後地盤など，施設と地盤の間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョイント

要素を設定する。また，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を

評価するため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 

 

 

第 2-14 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（地盤改良部）の 

解析モデル 

 

入力地震動は，第 2-15 図に示すとおり，解放基盤表面で定義される基

準地震動Ｓｓ-D を，一次元波動論により解析モデル下端で評価し，水平方

向及び鉛直方向に同時に与える。 

 

 
第 2-15 図 入力地震動の設定方法 
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減衰特性は，港湾構造物設計事例集に基づき，Rayleigh 減衰による剛性

比例型減衰とする。なお，地盤の非線形性を考慮するマルチスプリング要

素（埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層，改良地盤，被覆石

及び基礎捨石）は履歴減衰も考慮する。 

 

(b)地震時 

地震時の地下水位概要図を第 2-16 図に示す。設置許可段階における防

波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造成立性評価における地下水位の設定に当

たっては，港湾基準に基づく残留水圧を考慮するため，護岸前面は朔望平

均干潮位（L.W.L.）とし，護岸より陸側の地下水位は残留水位（R.W.L.）

を設定する。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 

 

 

第 2-16 図 地下水位概要図（地震時） 

 

地盤及び護岸構成材の解析用物性値を第 2-6 表に示す。 
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第 2-6 表 解析用物性値 
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地震時の二次元動的有限要素解析（有効応力）に用いる荷重の組合せ

を第 2-7 表に示す。 

    積雪荷重は 0.7kN/m2とし，解析領域表面（海水を除く）に作用させる。 

    風荷重は，建築物の構築物構造基準に準拠して設定する。 

解析に用いた地震波は，第 2-17 図に示す（３）で選定した Ss‐D の１

波である。 

 

第 2-7 表 荷重及び荷重の組合せ（地震時） 

 
 

 

第 2-17 図 解析に用いた Ss 

 

(c)津波時 

多重管構造については，二次元静的フレームでモデル化し，1本の梁と

して計算する。地盤は受働土圧を上限とした線形ばねでモデル化する。上

部コンクリートおよび内部の中詰コンクリートの剛性および強度は考慮

しない。多重鋼管杭のモデル図を第 2-18 図に示す。 

 

 

第 2-18 図 多重鋼管杭のモデル化（津波時） 
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津波時の地下水位概要図を第 2-19 図に示す。津波荷重の算定潮位は朔

望平均満潮位（H.W.L.）とし，津波時の構造成立性評価における地下水位

は，朔望平均満潮位（H.W.L.）とする。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 

 

 
第 2-19 図 地下水位概要図（津波時） 

 

 

津波時の２次元静的フレーム解析に用いる荷重の組合せを第 2-8 表に

示す。積雪荷重は，影響が軽微のため考慮しない。 

    風荷重は，影響が軽微のため考慮しない。 

 

第 2-8 表 荷重及び荷重の組合せ（津波時） 
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    津波荷重について，基準津波による津波荷重及び漂流物荷重を上回る

津波荷重を保守的に設定する。防波壁に作用する津波波力は，港湾基準

に示されている式により算定し，第 2-20 図に示すとおり，擁壁の海側か

ら作用させる。 

 

 

 

第 2-20 図 津波荷重の載荷イメージ 
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(d)鋼管杭の評価条件 

鋼管杭の許容応力度の考え方を第 2-9 表に示す。多重鋼管杭は，第 2-21 

図に示すとおり，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充填するこ

とにより，一体として挙動し，荷重を分担できる構造とした。  

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の２次元動的 FEM 解析にあたっては，多重

鋼管杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断面二次モーメント

（各管の断面二次モーメントの合計）を設定する。 

 

第 2-9 表 照査項目，許容限界 

 

 

 

 
第 2-21 図 多重鋼管杭の概要 
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鋼管杭については，杭に発生する最大曲げモーメント Mmaxと降伏モーメ

ント Myとの比が 1以下となることを確認する。また，せん断応力度τと降

伏せん断応力度τyとの比が１以下となることを確認する。 

 

 

 

(e)止水目地の評価条件 

    鋼管杭間の相対変位は，隣接する鋼管杭の杭長が概ね同等となること

から，ほぼ生じないと想定される。止水目地の許容変形量は，第 2-22 図

に示すとおり，ゴムジョイントで 460 ㎜，シートジョイントで 990 ㎜で

あり，想定される変形量に応じた設置が可能であることから，遮水性は

確保可能である。また，選択した止水目地が発生水圧に対して十分遮水

できることを，詳細設計段階（工認段階）で試験等により確認する。詳

細設計段階での照査項目及び許容限界を第 2-10 表に示す。 

被覆コンクリート壁間の止水目地は，想定される変位量に応じ仕様を決

定する。 

 

 
第 2-22 図 止水目地の設定例 

 

第 2-10 表 詳細設計段階における照査項目，許容限界 
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 (f)改良地盤①（砂礫層）の評価条件 

    改良地盤①（砂礫層）は，地震時について耐津波設計に係る工認審査

ガイドを準用し，すべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。津波

時については，津波荷重は上部工にのみ作用することから，地盤改良部

への影響は地震時に比べて小さいと考えられるため，検討を省略する。 

改良地盤①（砂礫層）の照査項目及び許容限界を第 2-11 表に，２次元

FEM 解析での確認概要を第 2-23 図に示す。 

 

第 2-11 表 改良地盤①（砂礫層）の照査項目，許容限界 

 

 

 

第 2-23 図 2 次元動的 FEM 解析での確認概要 
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ｂ．防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁） 

鋼管杭，逆Ｔ擁壁等の施設及び埋戻土，岩盤等の地盤を含めた全体の動的

挙動評価を行うとともに，地盤物性及び液状化対象層を考慮した影響を考慮

するため，２次元動的 FEM 解析（有効応力解析）を実施する。 

以下に各ケースにおける解析条件及び各部位の評価条件を示す。 

 

(a) 解析モデルと入力地震動（各ケース共通） 

    解析に用いる解析モデルは，地質断面図に基づき，以下の条件により

作成する。 

・鉛直方向は，下端から十分な距離を確保するため EL-50m までモデル

化する。 

・水平方向は，海側，陸側とも十分な領域を確保するよう全幅 240m で

モデル化する。 

・防波壁及び鋼管杭は線形はり要素でモデル化する。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），改良地盤，被覆石及び基礎捨石はマルチスプリ

ング要素でモデル化する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ）は液状化評価対象層であることから，液状化パラ

メータを設定する。 

・地盤は平面ひずみ要素でモデル化し，要素の高さは，下式のとおり，

最大周波数及び地盤のせん断波速度 Vs より求まる最大要素高さを上

回らないように設定する。 

 

境界条件は，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を評価する

ため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 

解析モデル及びジョイント要素の設定を第 2-24 図に示す。防波壁と背

後地盤など，施設と地盤の間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョイント

要素を設定する。また，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を

評価するため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 
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第 2-24 図 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の解析モデル 

 

入力地震動は，第 2-25 図に示すとおり，解放基盤表面で定義される基

準地震動Ｓｓ-D を，一次元波動論により解析モデル下端で評価し，水平方

向及び鉛直方向に同時に与える。 

 

 

第 2-25 図 入力地震動の設定方法 
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減衰特性は，港湾構造物設計事例集に基づき，Rayleigh 減衰による剛性

比例型減衰とする。なお，地盤の非線形性を考慮するマルチスプリング要

素（埋戻土（掘削ズリ），改良地盤）は履歴減衰も考慮する。 

 

(b)地震時 

地震時の地下水位概要図を第 2-26 図に示す。設置許可段階における防

波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造成立性評価における地下水位の設定に当

たっては，港湾基準に基づく残留水圧を考慮するため，護岸前面は朔望平

均干潮位（L.W.L.）とし，護岸より陸側の地下水位は残留水位（R.W.L.）

を設定する。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 

 

第 2-26 図 地下水位概要図（地震時） 

 

地盤及び護岸構成材の解析用物性値を第 2-12 表に示す。 
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第 2-12 表 解析用物性値 
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地震時の二次元動的有限要素解析（有効応力）に用いる荷重の組合せを

第 2-13 表に示す。 

    積雪荷重は 0.7kN/m2とし，解析領域表面（海水を除く）に作用させる。 

    風荷重は，建築物の構築物構造基準に準拠して設定する。 

   解析に用いた地震波は，第 2-27 図に示す（３）で選定した Ss‐D の１波

である。 

 

第 2-13 表 荷重及び荷重の組合せ（地震時） 

 
 

 

 

第 2-27 図 解析に用いた SS 
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(c)津波時 

鋼管杭及び逆Ｔ擁壁の静的挙動の評価を以下の条件で実施する。 

・作用荷重，断面力算定，部材照査は法線方向の杭間隔単位（４ｍ）で

実施する。 

・津波による外力は杭の押し込み支持力，水平抵抗力で受け持つものと

する。 

・骨組計算モデル図を第 2-28 図に示す。 

 

 

第 2-28 図 骨組計算モデル図（標準部） 

 

津波時の地下水位概要図を第 2-29 図に示す。津波荷重の算定潮位は朔

望平均満潮位（H.W.L.）とし，津波時の構造成立性評価における地下水位

は，施設護岸から逆Ｔ擁壁まで距離があることを考慮し，残留水位

（R.W.L.）とする。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 

 

第 2-29 図 地下水位概要図（津波時） 
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津波時の２次元静的フレーム解析に用いる荷重の組合せを第 2-14 表に

示す。積雪荷重及び風荷重は，影響が軽微のため考慮しない。 

 

第 2-14 表 荷重及び荷重の組合せ（津波時） 

 

 

    津波荷重について，基準津波による津波荷重及び漂流物荷重を上回る

津波荷重を保守的に設定する。防波壁に作用する津波波力は，港湾基準

に示されている式により算定し，第 2-30 図に示すとおり，擁壁の海側か

ら作用させる。 

 

 

 

第 2-30 図 津波荷重の載荷イメージ 
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(d)鋼管杭の評価条件 

鋼管杭については，杭に発生する最大曲げモーメント𝑀_𝑚𝑎𝑥と降伏モー

メント𝑀_𝑦との比が 1以下となることを確認する。また，せん断応力度τ

と降伏せん断応力度𝜏_𝑦との比が１以下となることを確認する。鋼管杭の

照査項目及び許容限界を第 2-15 表に示す。 

 
 

第 2-15 表 照査項目・許容限界 

 
 

(e)逆Ｔ擁壁の評価条件 

    コンクリートについては，曲げ圧縮応力度σcと許容曲げ圧縮応力度σ

caとの比，およびせん断応力度τと許容せん断応力度τaとの比がそれぞ

れ１以下となることを確認する。 

鉄筋については，引張応力度σsと許容引張応力度σsaとの比が１以下と

なることを確認する。 

逆Ｔ擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-16 表に示す。 

 

 

5条-別添1-添付25-144

149



 

第 2-16 表 逆Ｔ擁壁の照査項目及び許容限界 

 

 

    鋼管杭式逆Ｔ擁壁の杭頭に対する断面照査は，『杭基礎設計便覧（平

成１８年度改訂版）』に従い，せん断力Ｑおよび軸力Ｎが作用する杭頭

部での垂直方向と水平方向の支圧応力度（σcv，σch）および押抜きせん

断応力度（τv，τh）を算定し，それぞれ許容応力度との比が１以下であ

ることを確認する。 
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 (f)止水目地の評価条件 

鋼管杭間の相対変位は，隣接する鋼管杭の杭長が概ね同等となることか

ら，ほぼ生じないと想定される。止水目地の許容変形量は，第 2-31 図に

示すとおり，ゴムジョイントで460㎜，シートジョイントで990㎜であり，

想定される変形量に応じた設置が可能であることから，遮水性は確保可能

である。また，選択した止水目地が発生水圧に対して十分遮水できること

を，詳細設計段階（工認段階）で試験等により確認する。詳細設計段階で

の照査項目及び許容限界を第 2-17 表に示す。 

 

 

第 2-31 図 止水目地の設定例 

 

第 2-17 表 詳細設計段階における照査項目，許容限界 

 
 

 

5条-別添1-添付25-146

151



 

(g)改良地盤の評価条件 

    改良地盤は，地震時について耐津波設計に係る工認審査ガイドを準用

し，すべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。津波時については，

津波荷重は上部工にのみ作用することから，地盤改良部への影響は地震

時に比べて小さいと考えられるため，検討を省略する。 

改良地盤の照査項目及び許容限界を第 2-18 表に，２次元 FEM 解析での

確認概要を第 2-32 図に示す。 

 

 

第 2-18 表 改良地盤の照査項目，許容限界 

 

 

 

第 2-32 図 2 次元動的 FEM 解析での確認概要 
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ｃ．防波壁（波返重力擁壁） 

重力擁壁，ケーソン等の施設及び埋戻土，岩盤等の地盤を含めた全体の動

的挙動評価を行うとともに，地盤物性及び液状化対象層を考慮した影響を考

慮するため，２次元動的 FEM 解析（有効応力解析）を実施する。 

以下に各ケースにおける解析条件及び各部位の評価条件を示す。 

 

(a) 解析モデルと入力地震動（各ケース共通） 

    解析に用いる解析モデルは，地質断面図に基づき，以下の条件により

作成する。 

・鉛直方向は，下端から十分な距離を確保するため EL-50m までモデル

化する。 

・水平方向は，海側，陸側とも十分な領域を確保するよう全幅 240m で

モデル化する。 

・波返重力擁壁はケーソン護岸と一体化した構造のため線形平面要素で

モデル化する。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），砂礫層，改良地盤はマルチスプリング要素でモ

デル化する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と背後地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ）は液状化評価対象層であることから，液状化パラ

メータを設定する。 

・地盤は平面ひずみ要素でモデル化し，要素の高さは，下式のとおり，

最大周波数及び地盤のせん断波速度 Vs より求まる最大要素高さを上

回らないように設定する。 

 

境界条件は，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を評価す

るため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 
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解析モデル及びジョイント要素の設定を第 2-33 図に示す。防波壁と背

後地盤など，施設と地盤の間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョイント

要素を設定する。また，動的解析では，半無限地盤へのエネルギー散逸を

評価するため，モデル側方及び底面に粘性境界を設ける。 

 

 

第 2-33 図 防波壁（波返重力擁壁）の解析モデル 

 

入力地震動は，第 2-34 図に示すとおり，解放基盤表面で定義される基

準地震動Ｓｓ-D を，一次元波動論により解析モデル下端で評価し，水平方

向及び鉛直方向に同時に与える。 

 

 

第 2-34 図 入力地震動の設定方法 

 

減衰特性は，港湾構造物設計事例集に基づき，Rayleigh 減衰による剛性

比例型減衰とする。なお，地盤の非線形性を考慮するマルチスプリング要

素（埋戻土（掘削ズリ））は履歴減衰も考慮する。 
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(b)地震時 

地震時の地下水位概要図を第 2-35 図に示す。設置許可段階における防

波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造成立性評価における地下水位の設定に当

たっては，港湾基準に基づく残留水圧を考慮するため，護岸前面は朔望平

均干潮位（L.W.L.）とし，護岸より陸側の地下水位は残留水位（R.W.L.）

を設定する。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 

 

 
第 2-35 図 地下水位概要図（地震時） 

 

地盤及び護岸構成材の解析用物性値を第 2-19 表に示す。 
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第 2-19 表 解析用物性値 
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地震時の二次元動的有限要素解析（有効応力）に用いる荷重の組合せを

第 2-20 表に示す。 

    積雪荷重は 0.7kN/m2とし，解析領域表面（海水を除く）に作用させる。 

    風荷重は，建築物の構築物構造基準に準拠して設定する。解析に用い

た地震波は，第 2-36 図に示す（３）で選定した Ss‐D の１波である。 

 

第 2-20 表 荷重及び荷重の組合せ（地震時） 

 
 

 

 

第 2-36 図 解析に用いた SS 

 

 

(c)津波時 

防波壁の静的挙動の評価を以下の条件で実施する。 

・部材照査は，押波時の荷重を考慮する。 

 

津波時の地下水位概要図を第 2-37 図に示す。津波荷重の算定潮位は朔

望平均満潮位（H.W.L.）とし，津波時の構造成立性評価における地下水位

は，朔望平均満潮位（H.W.L.）とする。 

詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を確認の上，

設定する。 
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第 2-37 図 地下水位概要図（津波時） 
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津波時の２次元静的フレーム解析に用いる荷重の組合せを第 2-21 表に

示す。積雪荷重及び風荷重は，影響が軽微のため考慮しない。 

 

第 2-21 表 荷重及び荷重の組合せ（津波時） 

 

 

    津波荷重について，基準津波による津波荷重及び漂流物荷重を上回る

津波荷重を保守的に設定する。防波壁に作用する津波波力は，港湾基準

に示されている式により算定し，第 2-38 図に示すとおり，擁壁の海側か

ら作用させる。 

 

 

 

第 2-38 図 津波荷重の載荷イメージ 
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 (d)重力擁壁の評価条件 

    コンクリートについては，曲げ圧縮応力度σcと許容曲げ圧縮応力度σ

caとの比，およびせん断応力度τと許容せん断応力度τaとの比がそれぞ

れ１以下となることを確認する。 

鉄筋については，引張応力度σsと許容引張応力度σsaとの比が１以下と

なることを確認する。 

重力擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-22 表に示す。 

 
 

第 2-22 表 逆 T 擁壁の照査項目及び許容限界 

 

 

(e)ケーソンの評価条件 

ケーソンについては，ケーソン内に発生するせん断応力度τとコンクリ

ートのみで負担できる許容せん断応力度ｆsとの比が１以下となることを

確認する。 

ケーソンの照査項目及び許容限界を第 2-23 表に示す。 

 

 

第 2-23 表 照査項目・許容限界 
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(f)止水目地の評価条件 

ケーソン間の相対変位は，隣接する鋼管杭の杭長が概ね同等となること

から，ほぼ生じないと想定される。止水目地の許容変形量は，第 2-39 図

に示すとおり，ゴムジョイントで 460 ㎜，シートジョイントで 990 ㎜であ

り，想定される変形量に応じた設置が可能であることから，遮水性は確保

可能である。また，選択した止水目地が発生水圧に対して十分遮水できる

ことを，詳細設計段階で試験等により確認する。詳細設計段階での照査項

目及び許容限界を第 2-24 表に示す。 

 

 

第 2-39 図 止水目地の設定例 

 

第 2-24 表 詳細設計段階における照査項目，許容限界 
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（５） 構造成立性検討結果 

ａ.防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（地盤改良部） 

(a)鋼管杭 

ⅰ.地震時 

鋼管杭の照査項目及び許容限界を第 2-25 表に示す。また，地震時に

おける最小安全率時刻での照査結果を第2-26 表及び第 2-27 表に示す。 

 

第 2-25 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-26 表 降伏モーメントに対する照査結果（最小安全率時） 

 

 

第 2-27 表 降伏応力に対する照査結果（最小安全率時） 

 

 

以上の結果から，鋼管杭は基準地震動 Ss に対し，厳しい損傷モード

（曲げ圧縮，せん断照査の最小安全率時刻）を想定しても，構造成立性

が確保されることを確認した。 
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ⅱ.津波時 

鋼管杭の照査項目及び許容限界を第 2-28 表に示す。また，津波時に

おける照査結果を第 2-29 表及び第 2-30 表に示す。 

 

第 2-28 表 照査項目，許容限界 

 
 

第 2-29 表 降伏モーメントに対する照査 

 

 

第 2-30 表 降伏応力に対する照査 

 

 

以上の評価結果から，鋼管杭は基準津波に対し，構造成立性が確保さ

れることを確認した。 
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  (b)改良地盤①（砂礫層） 

改良地盤①（砂礫層）の照査項目及び許容限界を第 2-31 表に示す。改

良地盤①（砂礫層）の地震時における全時刻での局所安全率の逆数(1/fs)

の分布を第 2-40 図に示す。改良地盤①（砂礫層）は，局所安全率の逆数

1/fs がすべての要素で 1/fs≦0.83（fs≧1.2）であり，破壊領域が存在し

ないことから，すべり安全率 1.2 以上を確保できる。 

 

第 2-31 表 照査項目，許容限界 

 

 

 

第 2-40 図 全時刻での局所安全率の逆数の分布 

 

 

(c)周辺地盤の液状化状況 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（地盤改良部）の地震時における全時刻での

過剰間隙水圧比の分布を第 2-41 図に示す。防波壁周辺の地盤のうち，地

下水位以深の埋戻土（掘削ズリ），砂礫層において液状化をしていることを

確認した。詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を

確認の上，地下水位を設定する。 
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第 2-41 図 全時刻での過剰間隙水圧比の分布 
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ｂ．防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁） 

  (a)鋼管杭 

   i．地震時 

鋼管杭の照査項目及び許容限界を第 2-32 表に示す。また，地震時に

おける最小安全率時刻での照査結果を第2-33 表及び第 2-34 表に示す。 

 

第 2-32 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-33 表 降伏モーメントに対する照査結果（最少安全率時） 

 
 

第 2-34 表 降伏応力に対する照査結果（最少安全率時） 

 

 

以上の評価結果から，鋼管杭は基準地震動 Ss に対し，厳しい損傷モ

ード（曲げ圧縮，せん断照査の最小安全率時刻）を想定しても，構造成

立性が確保されることを確認した。 
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ⅱ．津波時 

鋼管杭の照査項目及び許容限界を第 2-35 表に示す。また，津波時に

おける照査結果を第 2-36 表及び第 2-37 表に示す。 

 

第 2-35 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-36 表 降伏モーメントに対する照査 

 

 

第 2-37 表 降伏応力に対する照査 

 

 

     以上の評価結果から，鋼管杭に厳しい損傷モード（曲げ圧縮，せん

断照査等）を想定しても，構造成立性が確保されることを確認した。 
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 (b)逆 T 擁壁 

   i．地震時 

逆 T擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-38 表に，評価部位を第 2-42 

図に示す。また，地震時における最小安全率時刻での照査結果を第 2-39 

表に示す。 

 

第 2-38 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-42 図 逆 T 擁壁の評価部位 

 

第 2-39 表 短期許容応力に対する照査（最小安全率時） 

 

 

逆Ｔ擁壁に厳しい損傷モード（曲げ，せん断照査の最小安全率時刻）

を想定しても，構造成立性が確保されることを確認した。 
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   ⅱ．津波時 

逆 T擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-40 表に示す。また，津波時

における照査結果を第 2-41 表に示す。 

 

第 2-40 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-41 表 短期許容応力に対する照査 

 

 

逆Ｔ擁壁に厳しい損傷モード（曲げ，せん断照査）を想定しても，構

造成立性が確保されることを確認した。 
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(c)改良地盤 

改良地盤の照査項目及び許容限界を第 2-42 表に示す。改良地盤の地震

時における全時刻での局所安全率の逆数(1/fs)の分布を第 2-43 図に示す。

改良地盤は，局所安全率の逆数 1/fs がすべての要素で 1/fs≦0.83（fs≧

1.2）であり，破壊領域が存在しないことから，すべり安全率 1.2 以上を

確保できる。 

 

第 2-42 表 照査項目，許容限界 

 

 

 
 

第 2-43 図 全時刻での局所安全率の逆数の分布 

 

 

     (d)周辺地盤の液状化状況 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）（一般部）の地震時における全時刻での過

剰間隙水圧比の分布を第 2-44 図に示す。防波壁周辺の地盤のうち，地下

水位以深の埋戻土（掘削ズリ），砂礫層において液状化をしていることを

確認した。詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を

確認の上，地下水位を設定する。 
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第 2-44 図 全時刻での過剰間隙水圧比の分布 
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c．防波壁（波返重力擁壁）（断面：輪谷部） 

  (a)重力擁壁 

   ⅰ．地震時 

重力擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-43 表に示す。また，地震時

における最小安全率時刻での照査結果を第 2-44 表に示す。 

 

第 2-43 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-44 表 短期許容応力度に対する照査（最小安全率時） 

 
重力擁壁に厳しい損傷モード（曲げ圧縮，せん断照査の最小安全率時

刻）を想定しても，構造成立性が確保されることを確認した。 
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ⅱ．津波時 

重力擁壁の照査項目及び許容限界を第 2-45 表に示す。また，津波時

における照査結果を第 2-46 表に示す。 

 

第 2-45 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-46 表 短期許容応力度に対する照査 

 

 

重力擁壁に厳しい損傷モード（曲げ圧縮，せん断照査）を想定しても，

構造成立性が確保されることを確認した。 
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  (b)ケーソン 

ケーソンの地震時における岩盤の支持力評価結果を第 2-47 表に，地盤

のすべり安全率検討結果を第 2-48 表に示す。 

 

第 2-47 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-48 表 短期許容応力度に対する照査（最小安全率時） 

 

 

ケーソンに厳しい損傷モード（せん断照査の最小安全率時刻）を想定し

ても，構造成立性が確保されることを確認した。 

 

(c)周辺地盤の液状化状況 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）（輪谷部）の地震時における全時刻での過

剰間隙水圧比の分布を第 2-45 図に示す。防波壁周辺の地盤のうち，地下

水位以深の埋戻土（掘削ズリ），砂礫層において液状化をしていることを

確認した。詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を

確認の上，地下水位を設定する。 
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第 2-45 図 全時刻での過剰間隙水圧比の分布 
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d．防波壁（波返重力擁壁）（断面：地盤改良部） 

  (a)重力擁壁 

防波壁（波返重力擁壁）(地盤改良部)のうち，重力擁壁の照査項目及

び許容限界を第 2-49 表に示す。また，地震時における最小安全率時刻

での照査結果を第 2-50 表に示す。 

 

第 2-49 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-50 表 短期許容応力度に対する照査（最小安全率時） 

 

 

重力擁壁に厳しい損傷モード（曲げ圧縮，せん断照査の最小安全率時

刻）を想定しても，構造成立性が確保されることを確認した。 
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  (b)ケーソン 

ケーソンの地震時における岩盤の支持力評価結果を第 2-51 表に，地盤

のすべり安全率検討結果を第 2-52 表に示す。 

 

第 2-51 表 照査項目，許容限界 

 

 

第 2-52 表 短期許容応力度に対する照査（最小安全率時） 

 

 

ケーソンに厳しい損傷モード（せん断照査の最小安全率時刻）を想定し

ても，構造成立性が確保されることを確認した。 

防波壁（波返重力擁壁）（地盤改良部）のケーソンについて，海側壁の

照査を行った。 

海側壁においては，地震時に作用する中詰材の地震時土圧よりも津波時

に作用する津波波圧の方が大きいため，構造成立性の照査に当たっては津

波時の照査を行う。荷重イメージ図を第 2-46 図に示す。 

なお，照査に当たっては，海側第１隔室内はコンクリートを充填してい

るが，保守的に砂として評価する。 

また，海側壁の断面力は，隔壁及び底版で支持された３辺固定版として

算出し，許容限界を短期許容応力度として，コンクリートの圧縮応力度及

び鉄筋の引張応力度について照査を行った。照査結果を第 2-53 表に示す。

最大照査値が 1.0 を下回り，海側第１隔室内の中詰材をコンクリートと評

価した場合は更に十分な裕度が確保できることを確認した。 
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第 2-46 図 全時刻での過剰間隙水圧比の分布 

 

第 2-53 表 照査項目，許容限界 

 

 

 

(c)改良地盤 

改良地盤の地震時における照査項目及び許容限界を第2-54 表示す。改 

良地盤の地震時における全時刻での局所安全率の逆数(1/fs)の分布を第

2-47 図に示す。改良地盤①（砂礫層）は，局所安全率の逆数1/fsがすべて

の要素で1/fs≦0.83（fs≧1.2）であり，破壊領域が存在しないことから，

すべり安全率1.2以上を確保できる。 

 

第2-54 表 照査項目，許容限界 
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第 2-47 図 全時刻での局所安全率の逆数の分布 

 

(d)周辺地盤の液状化状況 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（地盤改良部）の地震時における全時刻での

過剰間隙水圧比の分布を第 2-48 図に示す。防波壁周辺の地盤のうち，地

下水位以深の埋戻土（掘削ズリ），砂礫層において液状化をしていることを

確認した。詳細設計段階においては，浸透流解析の結果を踏まえ保守性を

確認の上，地下水位を設定する。 

 

 

第 2-48 図 全時刻での過剰間隙水圧比の分布 
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（６）止水性に係る検討結果 

防波壁の止水性については，被覆コンクリート壁，逆Ｔ擁壁，重力擁壁，止

水目地等の施設で遮水を担保し，改良地盤で地盤中からの回り込みによる浸水

を防止（難透水性の保持）する。 

そのうち，地盤中からの回り込みによる浸水防止（難透水性の保持）につい

て，二次元浸透流解析により確認する。地盤における改良地盤の割合が最も支

配的となる鋼管杭式逆T擁壁を対象とし，保守的な条件により解析を実施する。 

解析条件の概要を第 2-49 図に，透水係数を第 2-55 表に示す。 

 

 

 

 

第 2-49 図 解析条件の概要 
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第 2-55 表透水係数（単位：m/s） 

 

 

二次元浸透流解析結果を第 2-50 図に示す。津波来襲より 30 分経過後にお

いても，防波壁より敷地側に浸水は認められないことから，施設及び地盤を含

む範囲について，保守的な条件により２次元浸透流解析を実施した場合におい

ても，地盤中からの回り込みにより敷地が浸水するおそれはない。 

以上のことから，施設及び地盤を含む範囲の二次元浸透流解析により，地盤

中からの回り込みによる浸水が防止される（難透水性の保持）ことを確認した。 

 

 

 
第 2-50 図 二次元浸透流解析結果 
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（７）まとめ 

島根原子力発電所防波壁の設計方針に基づき，防波壁の構造成立性について

確認した。設置許可段階において，基本設計の成立性を確認するため，防波壁

の基本構造が設置許可基準規則の各条文（第３条※１，第４条，第 5 条）に適合

する見通しであること（構造成立性）を示すため，地震時，津波時において損

傷モードを想定しても構造成立性が確保されることを確認した。 

また，施設及び地盤を含む範囲の２次元浸透流解析を行い，地盤中から回り

込みによる浸水が防止されること（難透水性の保持）を確認した。 

以上の検討から，防波壁は要求性能を喪失せず，基本構造が設置許可基準規

則の各条文（第４条，第５条）に適合する見通し（構造成立性）を確認した。

なお，荷重等の評価条件は現時点のものであり，今後変更となった場合は設計

に反映することとする※２。 

 

※１：本資料は，主に第４条，第５条への適合性についてまとめている。第３

条の適合性については，今後の基礎地盤の安定性評価の審査において別途説明

予定である。 

※２：詳細設計段階（工認段階）で万一裕度が確保できなくなった場合には，

追加の裕度向上対策の実施により対応する。 
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（参考資料１） 

防波壁の構造等に関する先行炉との比較 

 

１．比較の観点 

島根原子力発電所の防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波

返重力擁壁の3 つの構造型式に分かれている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，島根原子力発電所と

先行炉（日本原子力発電(株)東海第二発電所，東北電力(株)女川原子力発電所

及び関西電力(株)美浜発電所）の防潮堤等について構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏まえた設計方針

の適用性及び先行炉実績との相違点を踏まえた設計への反映事項を示す。 

 

２．先行炉との比較 

（１）多重鋼管杭式擁壁 

防波壁のうち多重鋼管杭式擁壁については，岩盤に支持された鋼管杭に上部

工として被覆コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先行炉

津波防護施設として，東海第二発電所における鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

を選定する。それぞれの構造概要を第 1図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は港湾基準の自立矢板式護岸に準拠し設計を行

う。島根原子力発電所の防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造及び設計条件等に

関する特徴を示すとともに，東海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

と比較を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞれ第 1表のとお

り整理した。 

 

第 1 図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び東

海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
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（２）鋼管杭式逆Ｔ擁壁

防波壁のうち鋼管杭式逆Ｔ擁壁については，岩盤に支持された鋼管杭上に上

部工として鉄筋コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先行

炉津波防護施設として，女川原子力発電所２号炉における防潮壁（RC 遮水壁）

を選定する。それぞれの構造イメージを第 2図に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）に準拠し設計を

行う。島根原子力発電所の防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造及び設計条件等

に関する特徴を示すとともに，女川原子力発電所 2号炉の防潮壁（RC 遮水壁）

と比較を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞれ第 2表のとお

り整理した。 

第 2図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び女

川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC 遮水壁）） 
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（３）波返重力擁壁

防波壁のうち波返重力擁壁については，岩盤上にＭＭＲ及びケーソンを介し

て鉄筋コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先行炉津波防

護施設として，美浜発電所における防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）

を選定する。それぞれの構造イメージを第 3 図に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）に準拠し設計を行う。

島根原子力発電所の防波壁（波返重力擁壁）の構造及び設計条件等に関する特

徴を示すとともに，美浜発電所の防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）

と比較を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞれ第 3 表のと

おり整理した。 

第 3図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（波返重力擁壁）及び美浜発

電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）） 
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３．先行炉との比較結果のまとめ 

・島根原子力発電所の防波壁の構造及び設計条件等に関する類似する先行炉の

津波防護施設との比較を踏まえ，防波壁は先行炉の設計方針を適用して設計

を行う。

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）：東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防

潮壁 

防波壁（鋼管杭式逆T 擁壁）：女川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC 遮水壁） 

防波壁（波返重力擁壁）：美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤

改良部） 

・また，多重鋼管杭の許容限界については，道路橋示方書・同解説（平成14 年

3 月）を踏まえた降伏モーメント（曲げ）及びせん断応力度（せん断）とす

る。

・防波壁の液状化影響の設計の反映に関して，液状化検討対象層に対する液状

化試験結果に基づく保守的な液状化強度特性を設定する点については先行炉

と同様であるが，有効応力解析（FLIP）の簡易設定法に基づき液状化強度特

性を設定していることから，その適用性や実績について今後詳細に説明する。 
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（参考資料２） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭頭部構造について，一般部と取水路横断部

で構造が異なっている。それぞれの杭頭部の状況を第 1 図に示す。 

【一般部】 

・4重管のうち，最内管のφ1600 のみ地上部に突出させ，φ1800, φ2000, φ

2200 の杭頭上部からφ1600 の杭頭まで，鉄筋コンクリートで被覆する構造と

している。 

【取水路横断部】 

・取水路横断部では 2号炉取水管を横断するため，取水管の両側に鋼管杭を追

加した構造としている。 

・地震時及び津波時に被覆コンクリート直下の杭と隣接する追加杭が荷重を分

担するように，地上付近（EL+6.7ｍ～+8.2m）で杭頭連結材にて連結し，内部

をコンクリートで充填している。杭頭連結材上部から最内管上端まで鉄筋コ

ンクリートで被覆する構造としている。 

 

 

第 1 図 杭頭部の状況 
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（参考資料３） 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造概要 

 

防波壁のうち鋼管杭式逆 T 擁壁について，設置の経緯を第 1 図のとおり整理

した。 

 

 

第 1 図 防波壁（鋼管式逆 T擁壁）の設計の経緯 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）では，橋梁分野での実績を踏まえ，道路土工 擁

壁工指針（平成 24 年 7 月）に基づき，杭頭部の結合方式はヒンジ結合を採用し

た。また，同指針に基づき，杭の埋込み深さを設定するとともに，第 2 図に示

す杭頭補強鉄筋を配置した。 

一方，「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 29 年 11 月）」では，

杭とフーチングとの接合部について，原則として剛結としているが，剛結とし

ない場合には，接合方法の力学特性等を実験等により検証したうえで，個別に

モデル化等について検討する必要性があるとしている。 

上記を踏まえ，ヒンジ結合として設計・施工した防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）

の杭頭部について，模型実験により地震荷重もしくは津波荷重が作用した際の

杭頭部の力学挙動を把握するとともに，杭頭部に発生する断面力が設計に与え
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る影響について解析により確認した結果を詳細設計段階で説明する。模型実験

の概要図を第 3 図に示す。 

 

 
第 2 図 防波壁（鋼管式逆 T 擁壁）の杭頭部の構造概要図 

 

 

第 3 図 模型実験概要図 
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（参考資料４） 

 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要 

 

防波壁のうち波返重力擁壁について，設置の経緯を第 1 図のとおり整理した。 

 

第 1 図 防波壁（波返重力擁壁）の設置の経緯 

 

 波返重力擁壁のうちケーソンの構造について，第 2 図に示す。岩盤上に鋼製

架台を設置し，ケーソンを据え付けた後，鋼製架台内に水中コンクリートを打

設することにより，マンメイドロック（MMR）を構築している。ケーソン内はコ

ンクリート，銅水砕スラグ又は砂により中詰めし，その上部に蓋コンクリート

及び重力擁壁を打設している。ケーソンと重力擁壁の境界は，蓋コンクリート

天端をケーソン天端から 20cm 下げて打設とすることで，一体構造としている。

ケーソンの施工状況について，第 3 図に示す。 

また，保守的にケーソンと重力擁壁の境界にジョイント要素を設定した解析モ

デルにより２次元 FEM 解析を実施し，基準地震動 Ss-D により発生する相対変位

について確認した。解析モデルを第 4図に示す。ジョイント要素については，

港湾基準に示されるコンクリート同士の静止摩擦係数μ=0.5 として設定した。

Ss-D による地震応答解析の結果，ケーソンと重力擁壁との境界部における残留

変位量は輪谷部断面において 2mm，改良地盤部断面において 0mm となり，有意な

変位は生じていない。以上を踏まえ，構造成立性検討及び詳細設計段階におい

ては，ケーソンと重力擁壁を一体構造として扱う。 

5条-別添1-添付25-188

193



 

 

 

第 2 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの構造 

 

 

 
第 3 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの施工状況 

 

 

第 4 図 波返重力擁壁の解析モデル図（例） 
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（参考資料５） 

防波壁多重鋼管杭の設計方針 

 

１．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）のモデル化 

多重鋼管杭は，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充填することに

より，一体として挙動することで，荷重を分担できる構造としており，多重鋼

管杭の挙動については実験により確認を行っている（水平載荷実験については

２．参照）。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の２次元動的 FEM 解析にあたっては，多重鋼管

杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断面二次モーメント（各管の

断面二次モーメントの合計）を設定する。なお，最外管については，セメント

ミルクで周囲を覆われており腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に

厚さに腐食代１㎜を考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。腐食代

は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値(陸側土中部，残留水位よ

り下)を使用し，耐用年数を 50 年として算出した。 

 

 
第 1 図 多重鋼管杭の概要 
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２．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の水平載荷試験 

（１） 実験概要 

多重鋼管杭は鋼管１本あたりの全塑性モーメントを港湾基準から算出し，そ

れらを合算して多重鋼管杭の曲げ耐力として評価することから，多重鋼管杭の

実耐力・挙動特性を確認するために水平載荷実験及び数値解析を実施している。

このうち多重管の一体挙動と降伏荷重時の挙動を確認したについて説明する。 

実験には，耐力・挙動特性に関してスケール効果の影響は小さいことから，

1/4 スケールの試験体を用いる。実験としては，Case1及びCase2は中詰コンク

リートの有無が曲げ耐力に与える効果と多重鋼管杭の挙動特性を，Case3は交

番載荷を与えた後の多重鋼管杭の挙動特性を確認する。また，港湾基準から算

出した全塑性荷重・降伏荷重と比較する。なお，交番載荷では，δy，２δy，

３δy（ δy：試験から得られた最外管の降伏時変位）を繰り返し載荷した後，

水平一方向載荷を行う。 

試験の概要を第2 図に，試験装置の概要図を第3 図に，交番水平載荷時に作

用させる変位を第4 図に示す。 

 

 

 

第 2 図 試験の概要 
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第 3 図 実験装置概要図 

 

 

第 4 図 交番水平載荷変位 
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（２）結果の概要（Case1 と Case2 の比較） 

水平一方向載荷ケース（Case1 及び Case2）のうち，Case1（４重管中詰無）

の結果，最大荷重は多重管の全塑性荷重 704kN に対して 1.08 倍であり，概ね

一致している。一方，Case2（４重管中詰有）の結果，最大荷重平均で 1.29

倍となった。Case1 と Case2 を比較すると，最外管の局部座屈発生までは同じ

挙動を示すが，Case2 は Case1 と比較して最内側管がコンクリートで中詰めさ

れていることにより，曲げ耐力が増加している。Case1 及び Case2 の実験結

果を第 5 図及び第 1 表に示す。 

 

 
第 5 図 Case1 及び Case2 の最大荷重時の荷重変位関係 

 

第 1 表 Case1 及び Case2 の実験結果の比較 

 

 

5条-別添1-添付25-193

198



 

（３）結果の概要（Case3 の結果） 

Case3（交番載荷後，水平一方向）の結果，繰返し荷重を受けた後でも Case2

と同様に荷重は緩やかに上昇している。水平荷重と変位の関係から，多重鋼管

杭に対する水平載荷実験の荷重は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平

成 11 年 4 月」より算定した各管の全塑性モーメントの合計値に達する時の全

塑性荷重と概ね一致していることを確認した。また，実験後の試験体の観察の

結果，圧縮側のモルタル・コンクリートにひび割れ等の損傷は見られない。ま

た，圧縮側の鋼管杭の座屈による変形量は内側ほど小さいことから，外側から

内側にかけて順番に座屈が発生したと考えられる。 

以上より多重鋼管杭は一体構造として挙動して荷重を分担しており，降伏荷

重においても弾性挙動を示していることを確認した。 

水平載荷試験の最大荷重時の写真を第6 図に，水平荷重と変位の関係を第7 

図に，試験後の試験体の切断面の写真を第8 図に示す。 

 

 

第 6 図 最大荷重時座屈状況 

 

第 7 図 水平荷重と変位の関係 
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第 8 図 水平載荷試験状況 
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３．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の鋼管杭曲げ系破壊に関する許容限界 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」によると，降伏の判

定は，全塑性モーメントを上限値とするバイリニア型の「鋼管杭の杭体の曲げ

モーメント-曲率関係」を用いてよいとされている。 

また，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成11 年4 月」によると，鋼

管杭の曲げモーメントと曲率の関係は，全塑性モーメントを上限値とするトリ

リニアモデルを用いるが，トリリニアモデルに代えて，より簡便に計算が可能

な，破線で示すバイリニアモデルを用いても計算結果に差があまり見られない

ので，バイリニアモデルを用いてよいとされている。 

以上を踏まえ，鋼管杭の曲げ系破壊については，繰返しの津波荷重に対して

機能を保持していることを確認することとし，降伏モーメントＭy を許容限界

とする。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」に示される鋼管杭の

曲げモーメント-曲率関係を第9 図に，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平

成11 年4 月」に示される鋼管杭の曲げモーメント-曲率関係を第10 図に示す。 

 

第 9 図 「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14 年 3 月」 

 

 

第 10 図 「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」 
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（参考資料６） 

 

防波壁に作用する荷重と部位の役割 

 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある津波および余震の影響を

踏まえ，「津波＋余震時」の検討の要否について以下の通り，検討を行った。 

・第 1 図に示すとおり，「日本海東縁部に想定される地震による基準津波１，

２，３，５及び６」の波源位置は，敷地から 600km 以上の距離にあり，その

波源の活動に伴う余震については，敷地への影響が明らかに小さい。 

・第 2 図に示すとおり，「海域活断層に想定される地震による基準津波４」は，

防波壁の敷地の壁体部（被覆コンクリート部等）には到達しないが，到達す

る部位については個別に評価を実施する。 

・なお，詳細については，荷重の組合せの審査において説明する。 

 

 

第 1 図 島根原子力発電所と基準津波の波源 
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第 2 図 基準津波４の最大水位上昇量分布 
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